日本社会福祉学会関東部会研究集会報告資料　04.03.07
知的障害者が地域で暮らすために必要な介護や生活支援とその受給調整について

リソースセンター　いなっふ　http://www.eft.gr.jp/  岡部耕典　koka@eft.gr.jp
「上乗せ・横だし」のために必要な「カテゴライズ」（エンタイトルメント）

長年に渡り、本人の意志に関らず入所を強いられてきた多くの知的障害者の実態を考えれば、これは、基本的人権（自由権）の侵害であり、人権侵害の積極的是正として、ひとりひとりの知的障害者に対して入所せず（あるいは退所して）地域生活を可能とするために必要な措置を講ずることは、国家および自治体の担うべき責務である。

従って、全ての知的障害者は、家族からの介護の有無に関らず、地域生活を送るために必要な介護や生活支援をうける権利があり、それが、「自助」（自費でのサービス購入）、「共助」（介護保険等）では賄えない場合、自治体はサービスの供給について、国家はその費用について、「援護」の主体、「基盤整備」の主体として、それを保障しなくてはならない。（LSS法、ランターマン法）

地域自立生活確保のために必要な「上乗せ・横だし」に対する受給決定システム
介護保険制度における要介護認定は、ADLから判断される要介護時間が、判断の基礎にあり、必ずしも、生活プランから導かれる要支援時間ではない。また、地域生活の維持のためには、いわゆる時間単位の介護だけではない自立生活支援が必要である。

そこで、介護保険制度の要介護認定では判定決定されないが、自立生活のために必要である介護量および支援類型に対して、いわゆる「上乗せ・横だし」として別途の判定を行い、給付決定することが必要となる。これを要介護認定と対置して、仮に「自立生活支援認定」と呼んでおこう。

「自立生活支援認定」において見逃してはならないことは、地域生活ために必要な介護や支援とは、利用者本人の望む地域生活のプランに従って検討されなくては意味がないことである。

そこで、自立生活支援判定には、

１）利用者（／支援者）が、希望する週単位の「生活計画」を作成する。

２）ケースワーカーと利用者の話し合いにより、利用者の生活支援の必要量の枠組を「利用者類型（注１）」に基づいて決定する。

３）「生活計画」と「利用者類型」に基づき「サービス類型（注２）」別の希望サービスを記入した「支援計画（注３）」を作成し、それをもとにした交渉により、支給決定が行われる。

（注１）利用者類型（案）

	利用者類型
	定義
	例示

	要支援D
	週に１～３回程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、常時ではない部分支援が必要

外出時＝慣れていない場所に行く際には支援が必要

	要支援C
	毎日３～５時間程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、毎日、部分支援が必要な人

外出時＝慣れていない場所に行く際には支援が必要

	要支援B
	毎日８時間～１６時間程度介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、起きて活動している間は、常時の支援が必要な人

外出時＝近所以外の外出には常時支援が必要

	要支援A
	毎日２４時間程度、介護が必要な人
	身体介護・家事援助・日常生活支援・緊急対応について、２４時間支援が必要な人

外出時＝近所も含めて常時の支援が必要


※必要とされる介護時間・支援時間については、日中活動や、グループホーム等の社会資源の利用状況とも組み合わせて勘案していくべき。

（注３）居宅介護類型（案）

	類　型
	サービス内容

	身体介護
	入浴、排泄、食事、着替え、服薬、洗顔、歯磨き、髭剃り、爪切り等

	家事援助
	調理、食事準備、後かたづけ、買物、掃除、洗濯、布団干し、ごみ捨、整理整頓等

	日常生活

支援

（※１）
	・上記内容の身体介護、家事援助に加えて下記の内容を含むもの

・見守り（上記内容を本人が実行するための声かけ、自傷・他害防止含む）

・コミュニケーション支援（話相手含む）

・移動介護（公共機関、通院、余暇活動、買物、会議への参加等）

・金銭利用支援（お金を下ろす手伝い、買物の際のお金に関するサポート）

・話相手

・人間関係の調整

・緊急時の対応（体調不良時の病院への付添、事故、近所とのトラブル等）

	自立生活

支援

（※２）
	・行政手続の援助

・金銭管理の支援（銀行口座の開設、家賃・光熱費の引落、お金の下ろしかたや使い方の相談

・健康管理の支援（病院を選ぶ相談、病院への同行、病気の内容や薬に関する説明、薬の管理等）

・１週間、１ヶ月、１年という単位での生活のプラン作りの支援

・社会資源のコーディネート（ヘルパーを入れる時間の相談、事業所との調整、日中活動の場を一緒に探すこと等）

・就労の支援（求人広告を一緒に見てできそうなことを一緒に探す、面接への同行、ジョブコーチ等）

・悩み事や日常生活で困った場合（例えばエアコンの操作がうまくできない等）への電話での対応


※１日常生活支援・・現在知的障害には適用されていない。※２自立生活支援・・現在類型としては存在しない。

（注３）支援計画（例）・・・・毎日昼間の介護が必要な中度知的障害者のＨさん
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【参考１】自己決定／利用者本位モデルにおける受給とサービスの利用
　　　　　　　　　　　　　　　 (モニタリング)
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交渉支援・アドボケイト　　　　　　　　　　　　　　　契約支援・調整・モニタリング

＜利用者＞

【参考１】供給者本位モデルと受給者本位モデルの比較
	決定の形式
	供給者本位モデル
	自己決定／受給者本位モデル

	受給資格の決定
	州もしくはその委託機関が医学的診断に基づき判定する．
	←同左

	必要なサービスの種類と量の決定
	州もしくはその委託機関（地域センター）のケースワーカーが，利用者の必要を判断し，プログラムされたサービスメニューに利用者を当てはめる．
	支援仲介者が，利用者の家族や支援者と共に、「本人主体の計画（Person Centered Planning）」に基づき，利用者の選択・興味・必要の自己決定を支援する．

	だれがサービス事業者を選ぶか
	州が事業者と総合契約を行い，利用枠と資金を勘案しながら，利用者を当てはめる．
	利用者が（時には家族の支援を得て）が選択し，州は，その選択を認める．

	誰が/どのくらい、サービス費用を払うのか
	決められた基準に従った額を，州から事業者へ直接もしくは地域センターの財政機構を通して支払う．
	会計仲介機能を利用し、銀行や決められた代理機構が，サービス事業者に支払う．また、個別会計に応じて，事業者と利用料の交渉をすることができる．

	だれがサービスの支給量を決定するのか
	州が、事業者と，適切な利用料の「交渉」をしたあとおおまかに決定する．

しばしば，州により，利用量の上限設定が行われる．
	利用可能な財源と変動する利用者の必要をどう擦り合わせるかという観点にたち，支援仲介者により交渉が行われる．

	サービスの質の

モニタリングはだれがおこなうのか
	州の認定機関・州の虐待防止通報システム・ケースワーカーがモニターをおこなう．
	利用者本人および利用者に選ばれた代理人がかまず第一のモニターである．そのうえで，事業者サービス評価のような品質保証のためのモニタリングを支援仲介者が担う．
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おとさんの場合 

		時間 ジカン		月曜日 ゲツヨウビ		火曜日 カヨウビ		水曜日 スイヨウビ		木曜日 モクヨウビ		金曜日 キンヨウビ		土曜日 ドヨウビ		日曜日 ニチヨウビ

		0

		1

		2

		3

		4

		5

		6

		7

		8

		9

		10		移動８Ｈ（月1回）12～１７時当事者活動（月3回） イドウツキカイジトウジシャカツドウツキカイ		当事者活動 トウジシャカツドウ

		11

		12

		13						家事４Ｈ カジ		家事４Ｈ カジ		家事３Ｈ カジ		家事３Ｈ カジ		家事３Ｈ カジ

		14

		15

		16										身体2Ｈ シンタイ		身体2Ｈ シンタイ		身体2Ｈ シンタイ

		17						身体３Ｈ		身体３Ｈ

		18				家事１Ｈ カジ

		19		身体２Ｈ シンタイ		身体２Ｈ シンタイ

		20

		21

		22

		23

		24

						は団体の負担により緊急対応を行う時間帯 ダンタイフタンキンキュウタイオウオコナジカンタイ

						は自費により介護を行う時間帯 ジヒカイゴオコナジカンタイ

		支援費 決定量 シエンヒケッテイリョウ

		介護受給時間数      （一ヶ月最大） カイゴジュキュウジカンスウイッカゲツサイダイ						身体70 シンタイ

								家事85 カジ

								移動8 イドウ

		日常生活の生活費（収入）の内訳　　（円） ニチジョウセイカツセイカツヒシュウニュウウチワケエン

		収入 シュウニュウ				扶養年金 フヨウネンキン				30,000円 エン

						障害基礎年金 ショウガイキソネンキン				66,417円 エン

						福祉手当（都） フクシテアテト				15,500円 エン

						当事者活動給料 トウジシャカツドウキュウリョウ				20,000円 エン

						貯金より チョキン						60,000円 エン

						合計 ゴウケイ				191,917円 エン



&L毎日昼間の介護が必要な中度知的障害者Hさん
&C
（Ｓ区、一人暮らし53歳）の一週間&R　　　　　　　　　　　




